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第１ 策定の趣旨 

 １ 目的 

 集中豪雨や地震等の自然災害発生時において，一人暮らし高齢者や障がい者

など避難支援が必要となる人のために，行政と地域が連携して，災害発生時に

おける支援体制を整備することにより，災害が発生した場合に迅速かつ的確な

対応ができるよう策定する。 
 
 ２ 位置付け 

    宇都宮市要配慮者対応マニュアルは，「宇都宮市地域防災計画」第１章災害

予防計画の「要配慮者支援計画」及び第２章災害応急対策計画の「要配慮者対

策計画」（資料１参照）を具体化し，要配慮者に対する支援体制の整備を図る

ためのマニュアルとして位置付ける。 
    また，この対応マニュアルは，随時，関係機関等で内容を検討し，適宜，見

直しを行うものとする。 
 

第２ 基本的な考え方 

 １ 地域との連携のあり方 

   災害が発生した初動期において，行政だけで要配慮者を支援することには限

界があるため，平常時をはじめ，災害発生時における地域の役割のあり方につ

いて，本市の具体的な取り組みを示すものとする。 
 

 ２ 福祉避難所のあり方 

   災害による避難時において，要配慮者に対して，日常生活に必要な生活支援

を行うための「福祉避難所」のあり方について，本市の具体的な取組みを示す

ものとする。 
  

  ３ 避難支援対象者の定義 

   （１） 要配慮者 
       災害が発生した場合に，的確な情報把握や迅速な避難行動に支援を要

する方や，被災後の避難所での生活に配慮や支援を要する方 
 ・移動が困難な方 
 ・日常生活に介助が必要な方 
 ・情報を受けたり伝えたりすることが困難な方 
 ・急激な状況の変化に対応が困難な方 
 ・言語，文化，生活習慣が異なり，配慮を必要とする方 など 



 

   （２） 避難行動要支援者 

       要配慮者のうち，災害が発生，又は発生するおそれがある場合に，自

力避難が困難な方であり，円滑かつ迅速な避難に支援を必要とする可能

性の高い方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   （３） 災害時要援護者 

       避難行動要支援者のうち，避難支援を希望する方であり，平常時から

避難支援等関係者に個人情報を提供することに同意した方 
 

【関係図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ４ 避難支援等関係者の定義 

    災害が発生，又は災害が発生するおそれがある場合において，避難行動要支

援者の生命・身体の保護のために避難支援等の必要な措置を実施する者 

   各地区支援班（連合自治会ごとに設置。自主防災会，自治会，地区社会福祉

協議会，地区民生委員児童委員協議会，地域まちづくり組織等から構成），避

難支援者（支援班が選任した者），宇都宮市消防局，栃木県警察（本部，中央

警察署，南警察署，東警察署）を避難支援等関係者とする。 

 

 避難行動要支援者の定義 
１ 要介護３以上の在宅生活高齢者 
２ 「ひとり暮らし高齢者等安心ﾈｯﾄﾜｰｸ事業」における見守り対象者 
３ 身体障がい者手帳１・２級 
４ 療育手帳 A・A1・A2 
５ 精神障がい保健福祉手帳１級 
６ 障がい者福祉サービスを受けている難病患者 
 ※３～６のうち「施設入所支援」及び「療養介護」の受給者を除く 
７ その他災害時の支援が必要と市長が認める方 
 ※７は，妊産婦，こども，外国人等を含む 

市民 

 要配慮者 

避難行動要支援者 

災害時要援護者 



 

第３ 平常時における支援体制 

  １ 宇都宮市における要配慮者の支援体制 

    要配慮者の支援業務を的確に実施するため，保健福祉部局を中心として，支

援体制を整備する。 
 

＜組織体制＞ 

① 支援総務担当 保健福祉総務課 
 

② 避難行動要支援者担当 保健福祉総務課，高齢福祉課，障がい

福祉課，保健予防課 
③ 福祉避難所整備担当 保健福祉総務課，生活福祉第１・２課， 

健康増進課 
 

＜活動内容＞ 

① 支援総務担当 

ア 要配慮者支援事務全般に関すること 
イ 市組織内の連絡調整に関すること 

 
② 避難行動要支援者担当 

ア 災害時要援護者支援制度の推進 

  ・災害時要援護者台帳の避難支援等関係者との共有・活用 

イ 避難行動要支援者情報の把握 

  ・名簿の作成，更新 

ウ 災害情報伝達体制の整備 

  ・地区支援班の活動支援 

  ・防災学習会や防災訓練等への支援 

 

③ 福祉避難所整備担当 

ア 福祉避難所の確保，整備 
イ 避難所での支援体制の整備，調整 
ウ 医療支援スタッフの確保 
エ 避難所内の情報伝達体制の整備 



 

２ 各地区における災害時要援護者の支援体制 

    各地区においては，災害時要援護者支援制度を運用するため，自主防災組織，

連合自治会，民生委員，地区社協，地域まちづくり組織等で構成する地区災害

時要援護者支援班（以下「地区支援班」という）を設置し，災害時要援護者の

支援活動に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 災害時要援護者支援制度について 

    災害が発生，または発生するおそれがある場合に，避難支援を必要とする災

害時要援護者について，あらかじめ支援者や避難場所等を決めておく地域ぐる

みの助け合いの制度 
  （１） 災害時要援護者支援制度のしくみ 
     ① 市は，広報うつのみや，市のホームページ等を利用し，災害時要援護

者支援制度の周知を行う。また，地区支援班は，日常活動において，制

度への新たな対象者の把握や登録の推進を行う。 
     ② 制度への登録希望者（避難支援希望者）は，「災害時要援護希望申込

書兼台帳（様式１）」（以下，「援護希望申込書」という。）により，市ま

たは地域（地区支援班）に登録申請する。申請を地区支援班で受け付け

た場合は，その旨を市へ報告する。 
     ③ 市は，申請された援護希望申込書に基づき「災害時要援護者台帳（仮）」

（以下，台帳（仮）という。）を作成し，台帳（仮）を地区支援班に還

元する。 
      ※ 市と地区支援班は，あらかじめ，個人情報保護のための協定を結ぶ。 
     ④ 地区支援班は，市から提供された台帳（仮）をもとに，要援護者宅を

訪問し，避難支援者や避難場所を決め，災害時要援護者台帳（仮）を完

成させる（「災害時要援護者台帳」（以下，「台帳」という。）の作成）。 



 

     ⑤ 市及び地区支援班は，それぞれ台帳を保管（共有）する。 
      ※ 台帳は定期的に更新を行う。 
     ⑥ 地区支援班及び避難支援者は，要援護者に対し，日頃からの声かけ・

見守り活動を行うとともに，災害発生時には，要援護者の避難誘導・安

否確認を行う。 
      ※ 要援護者の避難誘導等は，地域主導で行う。 
 

  （２） 地区支援班の役割 

     ア 災害時要援護者台帳の作成・更新 
     イ 個人情報（災害時要援護者台帳）の適正管理 
     ウ 要援護者に対する，日頃からの声かけ・見守り活動 
     エ 日常活動における新たな対象者の把握，制度への登録の推進 
 
  （３） 避難支援者の役割 

     ア 要援護者に対する，日頃からの声かけ・見守り活動 

     イ 災害発生時における，災害時要援護者の避難誘導 

     ウ 個人情報（要援護者情報）の適正管理 

     エ 避難誘導後，地区支援班への要援護者の避難状況等の報告 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  ► この制度を十分説明し，制度を利用するか否かは要援護者や家

族に判断していただきます。 
  ► 要援護者の個人情報を，必要に応じて地域の避難支援者に開示

することに同意していただく必要があります。 

  ► 避難支援者の選定は，要援護者の希望を確認した上で，地区支

援班が調整します。 
  ► 本制度は，地区支援班や避難支援者に法的な責任や義務を課す

ものではなく，自身や家族の身の安全を確保した上で，可能な範

囲で避難支援を行うものであるため，災害時の状況によっては避

難支援ができない場合もあることを御理解いただく必要があり

ます。 

災害時要援護者への支援体制の整備にあたって 



 

  ４ 避難行動要支援者名簿の作成について 

   （１） 避難行動要支援者名簿 

       市は，災害対策基本法に基づき，「災害時要援護者台帳」とは別に，

要介護認定者や障がい者手帳所持者などの市で把握する情報を基に，災

害時に支援を必要とする可能性の高い方の名簿（「避難行動要支援者名

簿」）を作成する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２） 避難行動要支援者名簿の更新 

     名簿の更新については，関係部局で把握している情報を基に適宜更新

し，最新情報の把握に努めるものとする。 
 

５ 名簿情報の提供と管理 

   （１） 名簿情報の提供 

      ① 災害時要援護者台帳については，その情報をあらかじめ避難支援等

関係者に提供する。 
      ② 避難行動要支援者名簿については，現に災害が発生し，又は災害が

発生するおそれがある場合において，避難行動要支援者の生命又は身

体を保護するために特に必要がある時は，その同意の有無に関わらず，

避難支援等の実施に必要な限度で，避難支援等関係者に提供する。 
    

（２） 情報の管理 

       地区支援班への災害時要援護者台帳提供に際しては，個人情報の管理

を適切に行うために「災害時援護希望申込書（兼台帳）等に関する協定

書」を締結する。 
       また，台帳情報の提供を受けたものに対して，法律上の守秘義務が課

令和５年度現在 
 避難行動要支援者の定義 人数 

１ 要介護３以上の在宅生活高齢者 4,264 

２ 「ひとり暮らし高齢者等安心ネットワーク事業」における見守り対象者  82 

３ 身体障がい者手帳１・２級所持者 6,570 

４ 療育手帳Ａ・Ａ１・Ａ２所持者 1,163 

５ 精神障がい保健福祉手帳１級所持者 779 

６ 障がい者福祉サービスを受けている難病患者 36 

７ その他災害時の支援が必要と市長が認める方 1,136 

計 14,030 

避難行動要支援者数 



 

せられ，正当な理由なく当該名簿情報に関して知り得た秘密を漏らして

はならないことを説明・指導し，台帳情報を適正に管理する。 
 
  ６ 災害情報伝達体制の整備 

    重要な災害情報を要配慮者や避難支援等関係者に対して，迅速かつ正確に伝

達するため，あらゆる手段を用いた情報伝達ルート，手段を整備する。 
   （１） 多様な手段の活用による通信の確保 

       風水害時等における要配慮者や避難支援等関係者への避難準備・高齢

者等避難開始等の伝達や，災害時における様々な関係機関との連携を図

るため，ラジオ，テレビ放送，広報，メール配信（メール配信サービス

登録者のみ），市ホームページにより情報伝達を行う。  
 

   （２） 情報の伝達が困難な災害時要援護者への情報伝達 

       避難支援者は，情報の伝達が困難な災害時要援護者に対して，直接災

害情報を伝達するよう努める。 
 
  ７ 要配慮者のための避難所の確保 

    災害時の避難所には，小中学校の体育館や地区市民センター等が指定される

（指定避難所）。 
    要配慮者については，身体介護や健康相談等の特別な配慮が必要であり，安

心して避難生活ができる体制を整備した避難所を確保する。 
   （１） 福祉避難所 

       全ての指定避難所を福祉避難所とし，要配慮者に配慮した部屋やエリ

ア，設備の確保や，ボランティア等による身体介護，保健師による健康

相談や保健指導等を行う。 
       なお，避難者への支援は公平を原則とするが，要配慮者には十分に配

慮する。                      
 

   
 
 
 
 
 
 
 

 

► トイレに近い場所の確保 
► 暑くなく・寒くない場所への誘導 
► 畳の部屋がある場合は要配慮者を優先 
► 車いすの方のために簡易ベッドを用意 
► 乳児を連れている方のために授乳スペースを確保 等 
 ※別紙に空間配置図（例）（別紙１～３） 

要配慮者への配慮の例 



 

   （２） 民間福祉避難所 

       重度の介護が必要な方や重い障がいのある方など，福祉避難所におけ

る生活が困難な方については，民間の社会福祉施設等を活用する「民間

福祉避難所」へ移送し，専門的な身体介護等を行う。なお，必要物資や

介護専門職員等の人材については，協定やボランティア等により市が確

保する。 
       ・ 市と社会福祉施設は，「災害時に要援護者の福祉避難所として民

間社会福祉施設等を使用することに関する協定書」により，協定を

締結している。 
       ・ 電話不通時においても連絡・調整ができるよう，協定締結施設に

はＭＣＡ無線機を配備している。 
       ・ 民間福祉避難所へ移送する方については，避難所の保健師の意見

や避難者・ボランティア・市職員で組織する避難所運営委員会の判

断により選定する。 
 

  ８ 支援の充実のために 
   （１） 防災知識の向上 

       要配慮者自身が必需品の準備や避難経路・避難場所等を確認するなど，

防災に関心を持ち正しい知識を身につけられるよう，防災知識の普及啓

発を図る。 
 

   （２） 避難支援等関係者の育成 

       地域防災関係団体やボランティア等の中から，地域の要配慮者への支

援活動を継続的・専門的に担う人材を，研修等を通して育成する。 
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